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はじめに（本稿の目的）

　長岡大学は、現在、「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」（文部科学省「地（知）の拠点整備事業」
＝大学ＣＯＣ事業（平成25 ～ 29年度）に採択）を推進している。この間、地域課題解明の調査研
究として、産業競争力（平成25年度）、創造人材（平成26年度）のテーマに取り組んできた。平成
27年度には、地方創生の観点の深まりをめざして、「人口減少時代と長岡地域活性化の方向」をテー
マに、全国市町村アンケート調査を行い、その成果をシンポジウムで発表した（当センター年報『地
域連携研究』第３号参照）。
　平成28年度は、この成果を引継ぎつつ、新潟県内自治体における人口減少の影響分析と将来像の
検討を行った「人口減少時代と長岡地域活性化の方向」を取りまとめた。
　この調査研究成果は、７月の地域連携研究センター・シンポジウムで基調報告として公表した。
本稿は、その基調報告を全文掲載したものである。

論稿

＜平成29年度長岡大学ＣＯＣ事業・調査研究成果＞

人口減少時代と長岡地域活性化の方向
長岡大学教授　　鯉　江　康　正
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１　国勢調査からみた人口の推移

１－１　全国の人口増減市区町村数の推移

（１）人口増減市区町村数の推移（昭和50年～平成27年）
　図表１－１－１は、平成26年４月現在の市区町村区分（市区町村数1741：東京特別区のみ区別）
をもとに、昭和50年以降の人口増減市区町村数の推移をみたものである。昭和50年から昭和55年で
は、人口増加市区町村は1043市区町村（59.9％）、人口減少市区町村は698市区町村（40.1％）であっ
たが、その後平成２年から平成７年の期間を除いて、増加市区町村数は減少し続け、平成22年から
平成27年には、人口増加市区町村は321市区町村（18.4％ )、人口減少市区町村は1420市区町村（81.6％）
となっている。
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（２）平成22年から平成27年の人口規模別人口増減市区町村数（平成22年～ 27年）
　図表１－１－２は、平成22年から平成27年の人口増減市区町村数を人口規模別にみたものである。
この結果から明らかなように、人口規模が大きい市区町村で人口増加市区町村割合が高くなってい
る。人口50万人以上の都市では、65.7％の市区町村が人口増加しているのに対して、人口１万人未
満の市区町村では増加している割合は5.1％にとどまっている。
　地域を分析する場合、市区町村区分は一般に形式地域と考えられるが、結果をみる限り、都市規
模が実質的都市としての意味を有していると考えることも可能であろう。このことから、都市規模
に応じた有効な対策を見いだすヒントがあるように思われる。
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１－２　新潟県内市町村の人口の推移

（１）新潟県内市町村の人口の推移（平成２年～ 27年）
　新潟県の人口は、平成２年の2,474,583人が、平成７年には2,488,364人に増加したが、その後は減
少しており、平成27年には2,304,264人となっている。平成７年を100とした指数でみると、平成27
年は93である。
　市町村別にみると、平成２年から平成７年にかけて、新潟市を中心に30市町村中11市町村が人口
増加していたが、平成22年から平成27年にかけては人口が増加しているのは聖籠町と粟島浦村のみ
である。
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（２）長岡市の地域別人口（平成22年～ 27年）
　平成27年の長岡市の人口は275,133人である。地域別にみると、長岡地域の人口は19万人であるが、
それ以外は人口規模が小さい地域がほとんどである。人口が１万人を超えているのは栃尾地域、中
之島地域、越路地域の３地域で、それ以外の三島地域、与板地域、和島地域、寺泊地域、山古志地
域、川口地域、小国地域は人口１万人未満である。
　平成22年から27年の人口の変化をみると、全地域で人口は減少しており、とりわけ、栃尾地域、
山古志地域では10％超える減少となっている。また、和島地域、寺泊地域、川口地域、小国地域で
も大幅に減少している。
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２　「人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査」結果

２－１　アンケート調査の概要

（１）調査目的
　『人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査』は、市区町村の人口動向と移動の理由、
人口が増加している市区町村の増加要因・理由、人口が減少している市区町村の人口減少の影響、
市区町村の人口減少対策と効果等を調査することによって、どのような方策が人口減少下において
有効であるかを分析し、地域の活性化方策を考察しようとする目的で実施したものである。

（２）調査設計と回収結果

（２－１）調査対象
　平成26年４月現在の市町村（東京都特別区を含む）1,741市区町村を対象とした。

（２－２）調査方法
　郵送配布・郵送回収

（２－３）有効回収数
　有効回収数は548市区町村であり、回収率は31.5％である。

（２－４）調査期間
　平成27年７月22日（水）～８月12日（水）

（３）調査項目
　・市区町村の基本属性
　・昭和50年以降の人口動向と最近５年間の移動の理由
　・人口が増加している市区町村の増加要因・理由
　・人口が減少している市区町村の人口減少の自治体への影響
　・各市区町村の人口減少対策（現在実施されている方策、今後の方策）と効果

（４）関連する報告
・調査結果の詳細については、「人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査（報告書）
平成28年３月」（長岡大学　地域連携研究センター）を参照されたい。
・また、長岡市の対策について加筆した報告については「人口減少時代と長岡地域活性化の方
向」（長岡大学地域連携研究センター年報　地域連携研究　第３号《通巻26号》／ 2016　pp.19
－64）を参照されたい。
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２－２　昭和50年以降の人口動向と最近５年間の移動の理由

（１）人口増減市区町村数の推移（アンケート調査結果から）
　国勢調査およびアンケート調査から得られた人口増減の市区町村割合は、図表２－２－１のとお
りである。アンケートに回答して頂いた市区町村のデータをみると、昭和50年から55年にかけて、
人口増加市区町村の割合は60.4％で、人口減少市区町村の割合は39.6％であった。その後は、平成２
年から７年にかけて人口増加市区町村の割合が増えたものの、一貫して人口減少市区町村の割合が
増加している。平成22年から26年にかけて、人口が増加している市区町村割合は19.9％で、80.1％の
市区町村が人口減少している結果となっている。
　なお、国勢調査結果とアンケート結果の増減市町村割合はほぼ同様の結果が得られている。
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（２）最近５年間の人口動態状況
　図表２－２－２は、最近５年間の人口動態を各年度ないし各年次（市区町村により、年度データ
であったり、年次であったり、10月基点であったりしたため、正確な対応がとれない）の人口動態
データをもとに人口増加市区町村と人口減少市区町村の動態状況を把握したものである。
　回答のあった514市区町村のうち、自然増・社会増の市区町村割合は10.5％、自然増・社会減の
市区町村割合は4.5％、自然減・社会増の市区町村割合は11.9％、自然減・社会減の市区町村割合は
73.2％であった。
　人口増加市区町村（89市区町村）のうち、60.7％は自然動態・社会動態共に増加している。社会
減であるが自然増によって結果として人口が増加している市区町村は7.9％、自然減ではあるが社
会増によって結果として人口が増加している市区町村は31.5％であった。
　一方、人口減少市区町村（425市区町村）では、88.5％が自然動態・社会動態共に減少している。
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（３）社会移動の理由
　最近５年間で人口が増加した市区町村のうち、転入・転出理由を回答頂いた市区町村は１つの自
治体のみであった。この自治体は、大都市周辺に位置する人口２万人台の自治体であるが、通勤が
しやすいことから就職と共に移り住む人が多いということである。また、希薄化した地域の絆を深め、
自主的で主体的な地域活動の推進を図るとともに、地域住民の協働を進めることを目的として自治
会に事業費を交付しているそうである。その結果として、自治会と子ども会が一緒になって活動す
るなど、多世代間の交流もでき、地域の連帯につながっているということである。
　社会減少をしている自治体で回答をいただいた市区町村は19市区町村であった。この19市区町村
合計で５年間の間に純社会減少が17,476人となっているが、その60.4％が職業理由による純減少であ
る。それ以外の理由としては、学業27.4％、家族・戸籍11.6％となっており、圧倒的に職業理由が多
いことがわかる。理由を確定することは実際のところ難しい面もあるが、多くのサンプルが得られ
れば、それなりに精度が増すと思われることから、このような詳細な調査・分析が望まれるのでは
ないか。
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（４）人口が増加している市区町村の増加要因・理由
　最近５年間で人口が増加している市区町村にその要因と理由を尋ねたところ、図表２－２－４の
ような回答を得ることができた。
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２－３　人口が減少している市区町村の人口減少の影響
　図表２－３は、人口減少による現在顕在化している影響と今後予想される影響をまとめたもので
ある。
　人口減少市区町村において現在顕在化している人口減少の影響は、「２．世帯減少をまねき、空き
家問題が顕在化する。」が57.3％、「14．高齢化に伴い、社会保障費（医療・介護）が増加する一方で、
若者が減り住民負担が増加する。」が52.1％、「13．雇用の場が減少し、転入が減少し、転出が増加する。」
が46.4％、「12．小売店や医療機関などが減少し、交通弱者の生活ができにくくなる。」が36.1％、「３．
学校等の統廃合が進み、遠距離通学者が増加する。」が31.3％、「５．労働力の減少が起こり地域の経済・
産業が維持できなくなる。」が29.1％、「８．企業や事業所が減少し、投資も行われなくなり、地域の
活力が失われる。」が21.4％となっており、日常生活における不便さの増加が顕著な影響として現れ
ている。さらに、現在顕在化しているその他の具体的な問題としては、「町内会活動の維持が困難に
なる。」「山の上の団地が多く、公共交通の不足・消失があれば車が運転できない高齢者の生活は成
り立たない。」「農林水産業の後継者問題」「各産業の後継者不足」があげられている。長岡市では「１．
集落の管理ができなくなり、自然環境が悪化する。」が現在既に顕在化している。明確なことは言え
ないが、長岡市は11市町村が合併しており、市内が都市部である地域と中山間地域から構成されて
いることが原因の一つと思われる。
　今後の影響は、「14．高齢化に伴い、社会保障費（医療・介護）が増加する一方で、若者が減り住
民負担が増加する。」が64.3％、「５．労働力の減少が起こり地域の経済・産業が維持できなくなる。」
が59.5％、「２．世帯減少をまねき、空き家問題が顕在化する。」が55.4％、「７．税収が減少し、財
政破綻の危険性が増す。」が47.9％、「12．小売店や医療機関などが減少し、交通弱者の生活ができに
くくなる。」が40.7％、「１．集落の管理ができなくなり、自然環境が悪化する。」が37.9％、「８．企
業や事業所が減少し、投資も行われなくなり、地域の活力が失われる。」が35.2％となっており、地
域経済の維持管理関連項目が懸念される影響としてあがっている。なかでも、「５．労働力の減少が
起こり地域の経済・産業が維持できなくなる。」では選択率が30.4ポイント、「７．税収が減少し、財
政破綻の危険性が増す。」では30.2ポイント、「１．集落の管理ができなくなり、自然環境が悪化す
る。」では19.9ポイント、「４．人間関係が希薄化し、日常的な見守りや支え合い等の共助が困難にな
る。」では14.0ポイント、「８．企業や事業所が減少し、投資も行われなくなり、地域の活力が失われ
る。」では13.8ポイント、「14．高齢化に伴い、社会保障費（医療・介護）が増加する一方で、若者が
減り住民負担が増加する。」では12.3ポイント増加しており、金銭面を含めた地域社会の存続が危ぶ
まれている。今後顕在化が予想されるその他の具体的問題としては、「近い将来発生する確率が高い
とされる大規模地震災害に対し、過疎地が頼る「共助」が脆弱になり、救える命が救えなくなる。」「町
が消滅する。」「少子化によるサービスの変化によって子育て世代の負担増加（団体スポーツの送迎、
役員の重複など）」「住民税など税収が減少し、公共サービスの低下が懸念される。」があげられている。
長岡市では、「５．労働力の減少が起こり地域の経済・産業が維持できなくなる。」は共通している
ものの、他の４項目「４．人間関係が希薄化し、日常的な見守りや支え合い等の共助が困難になる。」、
「６．企業が求める高度な専門的人材、技術的人材が不足する。」、「８．企業や事業所が減少し、投
資も行われなくなり、地域の活力が失われる。」、「13．雇用の場が減少し、転入が減少し、転出が増
加する。」は全国傾向と異なっている。
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２－４　市区町村の人口減少対策と効果

（１）現在実施されている施策と今後予定されている施策
　図表２－４－１は、各市区町村において、現在実施されている施策と今後予定されている施策を
まとめたものである。
　現在実施されている施策を多い順にみると、「14．子どもの医療費助成（94.5％）」「19．農業経営
担い手育成事業 （76.8％）」「31．学校教育施策の充実＜エアコンの設置、特色ある教育＞ （71.2％）」
「４．災害に強いまちづくり事業 （66.1％）」「23．企業誘致＜固定資産税、都市計画税、事業所税の
減税等＞ （65.5％）」「６．木造住宅耐震支援事業 （62.8％）」「13．一般不妊治療費助成 （56.0％）」「33．
移住に興味がある方や希望される方への、住まいや雇用の情報等の発信 （55.7％）」「11．快適な生活
環境づくり＜ごみ処理器機等への購入費補助＞ （54.9％）」「27．小中一貫教育、学力向上推進事業等 
（54.2％）」となっており、特定の分野に偏らず、広く施策が実施されていることがわかる。
　現在実施している施策の継続および検討中、新たに実施予定の施策について伺った今後の計画に
ついてみると、「14．子どもの医療費助成（83.4％）」「19．農業経営担い手育成事業 （71.5％）」「31．
学校教育施策の充実＜エアコンの設置、特色ある教育＞ （68.8％）」「33．移住に興味がある方や希望
される方への、住まいや雇用の情報等の発信 （68.6％）」「20．６次産業化に取組む事業者等への商
品開発及び販路開拓支援 （64.4％）」「23．企業誘致＜固定資産税、都市計画税、事業所税の減税等＞ 
（63.3％）」「36．空き家バンク調査事業 （61.3％）」「４．災害に強いまちづくり事業 （60.8％）」「35．
地域資源を活かした交流人口拡大施策 （58.0％）」「27．小中一貫教育、学力向上推進事業等 （55.8％）」
が多くなっており、『農林水産業の振興』や『地域振興・まちづくり』分野の順位が高まっている。
　また、図表には示していないが、新たに実施予定の施策に限定すると、多くの市区町村で考えら
れている施策は、「38．本市の良さを「住む」という視点からわかりやすく紹介するＰＲツールの作
成 （8.9％）」「36．空き家バンク調査事業 （6.0％）」「33．移住に興味がある方や希望される方への、
住まいや雇用の情報等の発信 （5.8％）」「１．公共施設の立地最適化 （4.9％）」「39．首都圏等での移
住促進イベント・セミナーの開催 （4.4％）」「35．地域資源を活かした交流人口拡大施策 （4.0％）」「20．
６次産業化に取組む事業者等への商品開発及び販路開拓支援 （2.7％）」「16．婚活イベントの開催 
（2.6％）」「24．産業振興による人口流出対策＜企業への相談業務及び支援＞ （2.0％）」「25．空き店舗
を活用し店舗・オフィスを立地する方への補助制度 （2.0％）」である。現在行われている施策に比較
して、自市区町村をＰＲしたり、産業を活性化させたりする政策が考えられているようである。また、
空き家の有効利用も重要な政策課題となってきている。
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（２）現在実施されている施策のうち効果が上がっている施策
　図表２－４－２は、各市区町村において、現在実施されている施策のうち効果が上がっている施
策と回答している市区町村数をまとめたものである。なお、アンケートでは３つまでの記入をお願
いしたが関連施策について複数指定されているケースが見られたので、それらを分ける形で集計し
たため、原則３つまでと表記した。
　以下、具体的に効果が上がっていると回答されている割合が高い施策をみていく。ただし、「その
他の施策」については多岐にわたるので、ここでは効果の高い施策の選択から除外した。なお、具
体的に効果が上がっている施策とその効果については「人口減少問題等に関する全国市区町村アン
ケート調査（報告書）　平成28年３月」（長岡大学　地域連携研究センター）を参照されたい。
　効果が上がっていると回答された市区町村が最も多い施策は「14．子どもの医療費助成（8.9％）」
であった。以下、「33．移住に興味がある方や希望される方への、住まいや雇用の情報等の発信（4.6％）」
「19．農業経営担い手育成事業（4.4％）」「23．企業誘致＜固定資産税、都市計画税、事業所税の減税
等＞（4.2％）」「35．地域資源を活かした交流人口拡大施策（4.2％）」「17．待機児童解消に向けた取
り組み（4.0％）」「10．自然と調和した住環境づくり ＜新築・購入への支援金＞（3.1％）」「27．小中
一貫教育、学力向上推進事業等（2.7％）」「36．空き家バンク調査事業（2.7％）」「４．災害に強いま
ちづくり事業（2.6％）」と続いている。
　以上の結果から、様々な施策で効果が得られていることがわかるが、効果が上がっている割合は
必ずしも高くはない。分野別にみると、保健福祉・少子高齢化分野、地域振興・まちづくり分野で
の効果が高くなっている。
　長岡市において効果が上がっている施策の代表は次の二つであるという回答が得られた。一つは、
地域の防災リーダーとなる「中越市民防災安全士」の育成を支援するため、中越市民防災安全大学
への負担金を支出する施策であり、その効果は◆高い防災意識と防災知識を持った市民の増加、◆
市民防災安全士の派遣による自主防災会や町内会における防災訓練の充実、◆地域の防災リーダー
を活用した、地域防災力の向上、である。もう一つは、「新・農業人リクルート支援事業」である。
これは、首都圏の学生・社会人が長岡にU・Iターンし、とりわけ中山間地域に移住・定住しての新
規就農するための入り口として、短期就農体験事業（インターンシップ）を27年度に創設したもの
である。東京で行われる「新・農業人フェア」に出展し、就農体験者を募集した。９月の稲刈り体
験メニューの実施に向けて受入農家や協力者（長岡大学）と調整中である。この施策の効果は、受
入農家や長岡大学などの協力者との連携を機に、U・Iターン者を受け入れる機運や体制ができつつ
あることである。
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（３）人口規模別にみた効果が上がっている施策
　図表２－４－３は、各市区町村において、現在実施されている施策のうち効果が上がっている施
策と回答している市区町村数を人口規模別にまとめたものである。
　全体として最も効果が上がっているという評価が高い「14．子どもの医療費助成」は、人口規模
別にみると、人口30万人未満の市区町村で効果が上がっていることがわかる。
　人口規模が１万人未満の市区町村で効果が上がっているのは、その他の施策を除くと「10．自然
と調和した住環境づくり ＜新築・購入への支援金＞」である。
　人口規模が１万人～５万人の市区町村では「19．農業経営担い手育成事業」が、効果が上がってお
り、このうち１万人～３万人の市区町村では「35．地域資源を活かした交流人口拡大施策」も効果
が上がっている。
　人口５万人～ 10万人の市区町村では「33．移住に興味がある方や希望される方への、住まいや雇
用の情報等の発信」「35．地域資源を活かした交流人口拡大施策」という地域の魅力を発信する施策
の効果が高くなっている。
　人口10万人以上の市区町村では「17．待機児童解消に向けた取り組み」「23．企業誘致＜固定資産税、
都市計画税、事業所税の減税等＞」が高い効果を発揮している。人口10万人以上の規模の市区町村
を個別にみると、10万人～ 30万人の市区町村では「31．学校教育施策の充実＜エアコンの設置、特
色ある教育＞」「５．地域を支える防災リーダーの育成」「13．一般不妊治療費助成」が、30万人～
50万人の市区町村では「33．移住に興味がある方や希望される方への、住まいや雇用の情報等の発信」
があげられている。人口50万人以上の市区町村では幅広く効果が認識されているが、サンプルが少
なく参考としてみておくのが良いであろう。
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２－５　アンケート結果のとりまとめと長岡市の活性化の方向性
　以下、アンケート結果のまとめを簡単におこない、長岡市および市内各地域の活性化について検
討する。

①　国勢調査結果から明らかなように、昭和50年以降人口減少市町村割合が高まっている。
②　 人口規模が１万人未満の地域で人口が増加している市町村では、その理由として◆近隣都市へ

のアクセスの良さと地価の安さ、◆子育て支援・子育て施設の充実、◆離農地から住宅への転用、
◆防災の観点からの新たな住宅地の開発、◆豊かな自然環境、◆公共施設や学校等の移転によ
る人口増加があげられている。このうち長岡では、「子育て支援」や「防災力の強み」、「豊かな
自然環境」を売りとすることができるであろう。また、長岡地域（旧長岡市）の経済力を強化し、
安全・安心や自然環境を含めた良い環境下で住み、30分以内で通勤ができる条件を整えていく
ことも重要であろう。

③　 人口規模が10万人から30万人で人口が増加している市町村では、その理由として◆暮らしやす
いイメージの形成、◆製造業、大規模商業施設の進出等による総合的な雇用機会の創出、◆子
育て支援の環境整備、◆教育施設の充実があげられている。これらはまさしく「長岡版総合戦
略－長岡リジュベネーション」が目指している方向である。

④　 人口減少による影響については、全国の市町村とは若干異なる結果となっていた。長岡市は11
の市町村で広域合併を果たしたため、地域特性が異なる地域で構成されていることは明らかで
ある。したがって、地域に即した対策を講じることが必要であろう。

⑤　 長岡市においても多くの施策が実施されており、全国の多くの市町村と大差はない結果となっ
ている。ただし、たまたまアンケートにおいて記述がなされなかっただけかもしれないが、文化・
教育関連施策が明示されておらず、再検討が必要となるものと思われる。

⑥　 人口増加市町村と人口減少市町村の施策を比較すると、人口減少市町村では「保健福祉・少子
高齢化関連施策」、「農林水産関連施策」、「地域振興・まちづくり関連施策」が多くなっている。

⑦　 人口減少対策として効果が上がっている施策をみると、人口規模が１万人未満の市町村では「環
境関連施策」、「保健福祉・少子高齢化関連施策」で成功例がみられ、人口10万人から30万人の
市町村では、「保健福祉・少子高齢化関連施策」、「商工・労働関連施策」で成功例がみられるの
で、これらについては、「人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査（報告書）　平
成28年３月」（長岡大学　地域連携研究センター）を参照されたい。
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３　人口減少が新潟県内市町村に及ぼす影響分析

　現在我が国において最重要課題の一つは人口減少問題であろう。新潟県においても平成22年（2010
年）の2,374,450人が平成27年（2015年）には2,304,264人と、この５年間で70,186人減、率にして3.0％
減（平成17年から22年にかけては2.3％の減少であった）となっている〔国勢調査〕。県内市町村をみ
ると、平成22年から27年に人口が増加したのは、聖籠町（316人増）と粟島浦村（４人増）のみであ
る。また、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」でも、今後、
県内すべての市町村で人口減少が進む推計となっている。
　本研究は、人口減少によって新潟県及び県内市町村の社会経済状況がどのようになるかを予測す
ることによって、いかにそれが重大な問題であるかを示し、今後の対策の必要性を示す目的で行っ
たものである。

３－１　新潟県内市町村モデル

（１）モデルで扱われる変数とデータ整備
（１－１）モデルで扱われる変数
　モデルに含まれる変数は、以下のとおりである。
　　ＮＮｉ：人口（人）、外生変数
　　ＮＷｉ：就業者数（人）、内生変数
　　ＥＥｉ：従業者数（人）、内生変数
　　ＹＹｉ：域内総生産（百万円、実質）、内生変数
　　ＹＤｉ：域民所得（百万円、実質）、内生変数
　　ＴＩＭＥ：西暦年、外生変数
　　Ｄ＊＊：ダミー変数（西暦年下２桁＊＊年＝１、それ以外＝０）
　　Ｄ＊＊＆＆：ダミー変数（＊＊年～＆＆年＝１、それ以外＝０）
　　　　ｉは地域コードを示す。
　　　　域内総生産は、県の場合は県内総生産であり、市町村の場合には市町村内総生産である。
　　　　域民所得は、県の場合は県民所得であり、市町村の場合には市町村民所得である。
　なお、市町村は2013年４月現在の区分にしたがっている。また、域内総生産および域民所得は年
度値である。

（１－２）データ整備
　モデルの構築には時系列データが必要となるが、新潟県内市町村を対象とした長期データは整理
されていないのが実状である。そこで、「図表３－１－１　モデル構築のためのデータ整備」に示
した方法で、長期データを推計した。なお、新潟県の値は、市町村別データを合計することによっ
て作成した。
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（２）モデルの構造
（２－１）モデルの基本構造
　「図表３－１－２　新潟市モデルの構造」は新潟市のモデルの因果序列図を示したものである（ダ
ミー変数は除く）。他の29市町村のモデルも基本的には同様のモデル構造となっている。
　まず、すべての社会経済活動のベースは人口であるとの考えから、人口をモデルの外から与える。
こうすることによって、人口の変化が地域に与える影響を把握できることになる。
　就業者数は、人口の増加関数である。それ以外に、域内総生産が増加すれば雇用が増えるので、
結果として域内に住んでいる就業者数も増加することになる。また、西暦年は就業のトレンドを示
している。
　従業者数は、就業者数を用いて説明している。従業者数関数は、理想的な構造としては、生産と
就業を用いて説明する形であろう。しかしながら、従業者数と就業者数の相関が非常に高いため、
多重共線性（マルチコ）の問題が発生し、ほとんどの市町村で符号条件を満たさず、仮に満たした
としても優位なｔ値を持つ式が得られなかった。また、生産により労働が需要されると考えるなら
ば、域内総生産を用いて定式化し、従業者数を用いて就業者数を説明するのが一般的である。ただし、
このタイプを採用すると、就業者数と従業者数の直接的結びつきが無くなるので、長期予測をすると、
就従比などが異常な値になる可能性が高い。さらに、本モデルでは人口減少の影響を分析すること
を目的としているため、人口から就業者数、従業者数という構造を採用した。
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　市内総生産は従業者数を説明変数とする生産関数である。従業者数に加えて、県内全体の景気動
向を示す県内総生産と技術進歩を表す西暦年をシフト要因として説明変数に加えた。この式で推計
された市内総生産は、県内総生産に集計され、他の市町村の域内総生産の説明変数として使われる
構造になっている。
　市民所得は個人の雇用者報酬だけでなく、企業所得や財産所得を含めた所得であり、市内総生産
の関数として推定した。
　人口、就業、従業、生産、所得の５つの基本変数から、就業率、就従比、生産性、人口１人当た
りの所得が計算される。
　なお、新潟県の値は、30市町村の合計値として定義される。

（２－２）新潟県内市町村モデル
　新潟県内市町村モデルは、推定式120本（各市町村４本×30市町村）、定義式４本（新潟県合計の
定義式）の方程式によって構成されるモデルである。
　構造方程式の観測期間は1986年から2013年の28年間であるが、推定期間は１期ラグを用いている
関係で、1987年から2013年の27サンプルである。推定法は通常の最小二乗法（OLS）を用いた。新
潟県内市町村モデルは、図表３のとおりである。変数記号const.は定数項、変数記号を示す（　　）
の前の「Ｌ」は自然対数lnを、後ろの「－1」は前期値であることを示す。推定式の係数の下の＜　
　＞内はｔ値である。また、各推定式の下のRRは決定係数、RRBは自由度修正済み決定係数、DW
はダービン・ワトソン統計量、DFは自由度、MAPEは平均絶対誤差率（％）である。
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　なお、他の市町村モデルは紙幅の都合で省略した。全市町村のモデルについては、「人口減少が新
潟県内市町村に及ぼす影響分析　報告書」（平成29年３月、長岡大学地域連携研究センター、鯉江康正）
を参照されたい。
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（２－３）新潟県内市町村モデルのファイナルテスト結果
　新潟県内市町村モデルの適合性を確認するため、推定期間（1987年から2013年）の全期間にわたっ
てファイナルテストを行った。内生変数124変数の内挿結果は図表３－１－４および図表３－１－５
のとおりである。ファイナルテスト結果の要約表によれば、91変数（全体の73.4％）の相関係数が
0.95以上でかつMAPEが３％未満である。相関係数のみで評価するならば、0.9未満の市町村は４市
町村のみである。具体的には、魚沼市の市内総生産（YY18）、小千谷市の市民所得（YD07）、加茂
市の市内総生産（YY08）、関川村の村内総生産（YY29）であるが、MAPEをみると、YY18＝2.12％、
YD07＝2.34％、YY08＝1.79％、YY29＝4.75％で、YY29の誤差率がやや高いものの予測精度を大幅
に下げることはないと判断した。全変数のうち、最も問題が大きいのは、刈羽村の村内総生産（YY28）
のMAPEで8.62％であるが、相関係数は0.946で動きはトレースできている。YY28について言えば、
2003年の福島第一原発のトラブルによる東京電力の原子力発電所全17基停止、2007年の中越沖地震
の影響、2011年の東日本大震災以降の生産の落ち込みにより、非常に大きな変動を示しており、あ
る程度の誤差を持つことは避けられないと判断した。
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★　新潟県のファイナルテスト結果
　ここでは、各市町村のデータの合計として定義される新潟県のファイナルテスト結果を紹介する。
　就業者数の相関係数は0.988で、MAPEは0.64％と非常に適合度は高い。各年の誤差率〔（＝（最終
テスト値－実績値）／実績値×100）〕は、－1.25％～ 1.43％の間に収まっている。
　従業者数の相関係数は0.985で、MAPEは0.66％で就業数とほぼ同じような適合度を示している。
各年の誤差率も－1.30％～ 1.59％の間に収まっている。
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　県内総生産の相関係数は0.982で、MAPEは1.33％である。各年の誤差率は－3.36％～ 2.28％の範囲
となっている。1996年から1998年、2001年から2002年、2007年から2008年は動きを追い切れていな
いところも見られるが、傾向自体はとらえられている。
　県民所得の相関係数は0.983で、MAPEは1.15％である。各年の誤差率は－3.66％～ 2.22％の範囲と
なっている。1996年から1997年、2001年の誤差率が大きいが、全体としては動きをとらえられている。
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３－２　人口減少がもたらす新潟県および県内市町村の将来像

（１）将来人口の想定
　人口の将来推計の代表的なものは、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人
口（平成25（2013）年３月推計）」である。この推計は、平成22（2010）年の国勢調査を基に、平成
22（2010）年10月１日から平成52（2040）年10月１日までの30年間（５年ごと）について、市区町
村別に将来人口を推計したものである。
　本モデルを構築した時期には、新潟県の国勢調査ベースの人口が2013年まで公表されていた。また、
予測シミュレーションを実施する段階で、平成27（2015）年国勢調査の市町村別人口が公表された。
　これらのデータをもとに、2014年値は2013年値と2015年国勢調査値の平均を採用した。それ以降
の市町村別人口は人口問題研究所の推計値を用い、中間年は線形補間して2025年まで想定した。

（２）シミュレーション結果
　想定した人口を外生変数として、「新潟県内市町村モデル」を用いて、2025年までシミュレーショ
ンを実施した。次頁以降、いくつかの市町村の将来像を紹介する。

　参考図表は、原田誠司・長岡大学教授が拙者の予測結果を県内全市町村の拠点性を分析するため
に作成してくださったものである。これによれば、中心性の高い市町では、将来にわたって、就・
従比が高くなっており、県経済にとっては、その実現が重要と言える。



126

長岡大学　地域連携研究センター年報　第４号（2017年11月）

★　新潟県の社会経済指標の推移
　新潟県の人口（NN00）は1986年の2,478,678人が2013年には2,330,797人となり、指数では94まで低
下している。今後、更に減少することが予測されており、2025年には2,112,473人、指数では85となる。
それにともなって、就業者数（NW00）は指数で71、従業者数（EE00）は指数で68まで低下する。
　県内総生産（YY00）は、1986年の6,590,375百万円が2013年には9,371,856百万円まで増加したが、
減少する就業者数や従業者数の影響を受けて、2025年には7,455,724百万円まで減少すると予測され
る。その結果、生産性（YY00 ／ EE00）の指数値は、2000年の133が、2013年には155まで高まって
おり、将来も上昇し2025年には166と予測されるが、その上昇率は逓減している。
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★　新潟市の社会経済指標の推移
　新潟市の人口（NN01）は1986年の763,174人が2013年には809,934人となり、指数では106まで上昇
している。今後は減少することが予測されており、2025年には759,686人、指数では100となる。それ
にともなって、就業者数（NW01）は指数で72、従業者数（EE01）は指数で73まで低下する。
　市内総生産（YY01）は、1986年の2,182,105百万円が2013年には3,345,260百万円まで増加したが、
減少する就業者数や従業者数の影響を受けて、2025年には2,886,302百万円まで減少すると予測され
る。その結果、生産性（YY01 ／ EE01）の指数値は、2000年の120が、2013年には145まで高まって
おり、将来も上昇し2025年には180と予測される。
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★　長岡市の社会経済指標の推移
　長岡市の人口（NN02）は1986年の291,082人が2013年には278,326人となり、指数では96まで低下
している。今後、更に減少することが予測されており、2025年には254,389人、指数では87となる。
それにともなって、就業者数（NW02）は指数で75、従業者数（EE02）は指数で78まで低下する。
　市内総生産（YY02）は、1986年の750,638百万円が2013年には1,135,989百万円まで増加したが、
減少する就業者数や従業者数の影響を受けて、2025年には874,348百万円まで減少すると予測され
る。その結果、生産性（YY02 ／ EE02）の指数値は、2000年の133が、2013年には157まで高まっ
てきたが、今後は低下し2025年には149と予測される。
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★　柏崎市の社会経済指標の推移
　柏崎市の人口（NN05）は1986年の98,210人が2013年には88,609人となり、指数では90まで低下し
ている。今後、更に減少することが予測されており、2025年には79,361人、指数では81となる。そ
れにともなって、就業者数（NW05）は指数で80、従業者数（EE05）は指数で77と人口と同様の動
きとなる。
　市内総生産（YY05）は、1986年の355,461百万円が、2003年の東電の原子力発電所の停止や中越
沖地震、東日本大震災の影響もあり2013年には342,320百万円と1986年とほぼ同水準であったが、減
少する就業者数や従業者数の影響を受けて、2025年には224,490百万円まで減少すると予測される。
その結果、生産性（YY05 ／ EE05）の指数値は、2000年の144が、2013年には109まで低下しており、
トレンドで予測される本モデルでは2025年には82まで低下すると予測される。
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★　見附市の社会経済指標の推移
　見附市の人口（NN10）は1986年の42,817人が2013年には41,049人となり、指数では96まで低下し
ている。今後、更に減少することが予測されており、2025年には37,280人、指数では87となる。そ
れにともなって、就業者数（NW10）は指数で69、従業者数（EE10）は指数で57まで低下する。
　市内総生産（YY10）は、1986年の96,452百万円が2013年には120,055百万円まで増加したが、減
少する就業者数や従業者数の影響を受けて、2025年には119,691百万円と若干減少すると予測され
る。その結果、生産性（YY10 ／ EE10）の指数値は、2000年の117が、2013年には160まで高まっ
ており、将来も上昇し2025年には219と予測される。
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★　妙高市の社会経済指標の推移
　妙高市の人口（NN14）は1986年の41,523人が2013年には34,148人となり、指数では82まで低下し
ている。今後、更に減少することが予測されており、2025年には28,609人、指数では69となる。そ
れにともなって、就業者数（NW14）は指数で57、従業者数（EE45）は指数で45まで低下する。
　市内総生産（YY14）は、1986年の127,347百万円が2013年には141,298百万円まで増加したが、減
少する就業者数や従業者数の影響を受けて、2025年には81,253百万円まで減少すると予測される。
その結果、生産性（YY14 ／ EE14）の指数値は、2000年の169が、2013年には159まで低下しており、
将来も低下し2025年には143と予測される。



137

長岡大学　地域連携研究センター年報　第４号（2017年11月）



138

長岡大学　地域連携研究センター年報　第４号（2017年11月）

　なお、他の市町村の予測結果は紙幅の都合で省略した。全市町村の予測結果については、「人口
減少が新潟県内市町村に及ぼす影響分析　報告書」（平成29年３月、長岡大学地域連携研究センター、
鯉江康正）を参照されたい。

３－３　とりまとめ

　新潟県内市町村の将来の社会経済指標の推移を総括しておく。国立社会保障・人口問題研究所の
推計によれば、全市町村で人口は減少することになる。それをもとに就業者数、従業者数、域内総
生産、域民所得を予測するので、当然の事ながら、結果はかなり厳しいものになっている。とりわ
け人口減少が著しい市町村では、就業者数や従業者数が大幅に減少することによって域内総生産が
減少し、さらに就業者数が減少してしまうという負のスパイラルに陥る傾向が強い。
　ただし、本調査研究の予測は、時系列データを用いた地域計量経済モデルによるものであり、い
わば、現状の対策以上の対策は行われないというような仮定でのものである。過去の推移をみる限
り県内市町村は生産性を伸ばしてきており、一定の成果は見られているが、このままでは生産性の
上昇による地域の成長は限界にきているとも言える。高付加価値化はもちろん重要であり、それを
否定するつもりはないが、そこには限界を感じざるを得ない。その点からも、人口の自然減を少し
でも抑え、魅力的な雇用の場を確保し社会減のマイナスを減らす抜本的対策の検討が望まれるとこ
ろである。そのために、本稿前半で紹介した「アンケート調査」が少しでも役だてば、膨大な喜び
である。
　また、原田教授が整理してくださった、「就・従比」の表でも明らかなように、中心性の高い市
町村がより中心となって周辺市町村を牽引していくことが重要であろう。とりわけ、長岡市の場合
には、合併の地理的位置が旧長岡市を中心に放射線状にあるため、旧長岡市と合併地域の連携を強
化し、魅力を補完し合うようなきめ細かい政策が望まれる。

　なお、本研究に当たって、「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」（文部科学省「地（知）の拠
点整備事業」＝大学ＣＯＣ事業（平成25 ～ 29年度）より補助金を得られたことに感謝したい。

（以上）


